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第４章 介護保険サービスの必要量と保険料の設定等 

 

第１号被保険者の介護保険料については、国の地域包括ケア「見える化」システムの将来

推計機能を活用しながら、以下の手順に沿って算出します。将来推計機能は、第７期計画期

間（平成 30 年度～令和２年度）の介護事業状況報告に基づいて、第８期介護保険事業計画

におけるサービスの見込み量及び保険料基準額の推計を支援する機能となっています。 

 

（参考：推計フロー図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

将来の被保険者数 

要介護
認定者数

施設・居住系サービス
利⽤者数 

在宅サービス対象者数 
（要介護認定者数から施設・居住系
サービス利⽤者数を除いた数） 

・・・・・

通所介護訪問介護 

在宅サービス 
利⽤者数 

※施設サービス⇒介護⽼⼈福祉施設、介護⽼⼈
保健施設、介護療養型医療施設、地域密着型介
護⽼⼈福祉施設⼊所者⽣活介護 

※居住系サービス⇒特定施設⼊居者⽣活介護、
認知症対応型共同⽣活介護、地域密着型特定
施設⼊居者⽣活介護 

※在宅サービス⇒訪問介護、訪問⼊浴介護、訪問
看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理
指導、通所介護、通所リハビリテーション、短
期⼊所⽣活介護、短期⼊所療養介護（⽼健）、
短期⼊所療養介護（病院等）、福祉⽤具貸与、
特定福祉⽤具購⼊、住宅改修、介護予防⽀援・
居宅介護⽀援、定期巡回・随時対応型訪問介護
看護、夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所
介護、⼩規模多機能型居宅介護、看護⼩規模多
機能型居宅介護、地域密着型通所介護 
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                                （ステップ３へ） 

１ 介護保険サービス必要量の算定の手順 

保険料の算出に向けては、概ね下図に基づき検討を行うこととなります。 

ここでは、保険料算出の根拠となる介護給付等対象サービスの必要量の検討（ステップ

１～ステップ４）を行います。 
  
 

■ 介護給付等対象サービスの見込量の推計手順 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆ステップ１ 被保険者及び要支援・要介護認定者数の推計 

将来人口の推計 

基準年（Ｒ１）総人口 

総人口（実績）の推移 

認定者数の伸び（実績） 

被保険者数（40 歳以上）の実績 

要支援・要介護認定者数（実績） 

◆ステップ２ 施設サービス・居住系サービスの利用者 

 

給付

実績 

 

 

 

施設サービス利用者見込み

の設定 

居住系サービス利用者見込

みの設定 

※施設サービス利用者＝介護保険三施設及び地域密着型介護老人福祉施設利用者 

 居住系サービス利用者＝認知症高齢者グループホーム利用者及び特定施設利用者 

要支援・要介護認定者の推計 

介護療養型医療施設の転換、

介護離職者ゼロに向けた基
盤整備の影響 
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◆ステップ３  

予防給付（介護予防サービス・地域密着型 

介護予防サービス）・介護給付（居宅サービ 

ス・地域密着型サービス（居住系サービス等 

を除く））の利用者 

給付

実績 

標準的介護予防サービス・標準的地域密着

型介護予防サービス・標準的居宅サービ

ス・標準的地域密着型サービス受給対象者

数の推計 

 

○標準的サービス受給対象者数 

＝要支援・要介護認定者－（介護保険施設利用

者数＋地域密着型介護老人福祉施設利用者数

＋居住系サービス利用者数） 

 

 

各サービス別利用者１人あたり

利用回数・日数の設定 

各サービス必要量（年間）の推計 

 

○各サービスの必要量（年間） 

＝サービス対象者数×各サービスの利用率の伸

び×各サービス別利用者１人あたり利用回数／

日数×12 月 

各サービスの供給量見込み（年間）の設定 

◆ステップ４ 総給付費の推計 

総給付費の推計 

 
○総給付費＝施設サービス等の利用者数見込み×サービス利用１月あたり給付額×12 月

＋居住系サービス利用者数見込み×サービス利用１月あたり給付額×12 月＋各介護予

防サービス等／居宅サービス等の供給量見込み（年間）×サービス利用１回／１日あた

り給付額＋その他の給付費（居宅介護支援費、介護予防支援費、地域支援事業に係る費

用等） 

◆ステップ５ 保険料の推計 

第１号被保険者の保険料額の推計 

各サービス利用１回／１日あた

り給付額の算出 

居宅サービス等利用率の伸び 
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２ 将来人口等の検討（ステップ１） 

 

ここでは、今後の高齢者介護のあり方を検討するため、その基礎となる令和３年～５年

の高齢者人口、要介護認定者数を推計します。さらに、団塊の世代が 75 歳の後期高齢者

となる令和７年（2025 年）、長期的な視点で令和 22 年（2040 年）までの推計値の算出を

行うこととします。住民基本台帳の数値をもとに、推計を行いました。 

 

■ 将来人口等推計の手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）将来人口の推計 

①将来人口の推計 

○基準年月を令和元(2019)年 10 月１日とし住民基本台帳の数値をもとに、年齢別に推

計を行いました。基準年月時点の住民基本台帳の総人口は 114,963 人で、うち 65 歳

以上人口は 22,296 人、高齢化率 19.4％となっています。 

○推計は、コーホート変化率法を採用し、平成 29(2017)年から令和元（2019）年の３

年・２区間分の１歳階級別の変化率の平均値を基準年月の人口にかけあわせて算出

しました。 

○０歳児人口、０歳児の男女児比率は、少子化傾向の状況を踏まえ、平成 27（2015）

年から令和元（2019）年（４区間分）の女性子ども比の平均値を採用しました。 

 

  

基準人口：令和元年（９月末）現在、１歳階級別・男女別人口 

×１歳階級別・男女別人口変化率 

・ｹｰｽ 1：平成 30-令和１年変化率平均 

・ｹｰｽ 2：平成 29-令和１年変化率平均 

×要介護度別認定者率の伸び 

・

要介護度別要介護認定者数の推計（令和３～５年（～令和 22 年）） 

将来人口の推計（令和３～５年（～令和 22 年）） 

介護給付等対象サービスの利用者数の検討へ 
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②令和 22 年（2040 年）までの推計結果 

■総人口 

〇総人口は緩やかに上昇し続け、令和５（2023）年は 116,462 人、令和 22（2040）年はお

よそ 12 万人（119,845 人）になることが予想されます。 

 

 

。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆コーホート変化率を用いた推計の例 

 （男性） 

 基 準 年

（Ｂ年） （固定） 

Ｂ＋１年 平 均 変 化

率（固定）

Ｂ＋２年 平 均 変 化

率（固定）

０歳 100 人 1.00 ○○人※ 1.00 ○○人※  1.00 

１歳 100 人  0.99 100 人 0.99 ○○人 0.99 

２歳 100 人  1.01 99 人 1.01 99 人  1.01 

３歳 100 人 0.98 101 人  0.98 99 人  0.98 

…             

合計  ●●人   ●●人   ●●人  

 ※０歳児人口の算出について 

  ・女性人口（25 歳～34 歳）に対する０歳児の割合を将来人口（25～34 歳女性人口）に乗じ、さらに

男女児性比により男女０歳児人口を算出する。 
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23,602 
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26,032 

①１区間18-19
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■65 歳以上人口（第１号被保険者数） 

〇65 歳以上の人口は令和 22（2040）年までは増加傾向で、総人口よりも急な上昇となって

います。高齢化率も上昇すると見込まれます。令和５（2023）年は 24,550 人、令和 22

（2040）年には 32,823 人になることが予想されます。 
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前期高齢者 

後期高齢者 

〇要介護認定者の割

合が高くなるとさ

れる 75 歳以上の後

期高齢者の増加が

大 き く 、 令 和 ７

（2025）年以降、後

期高齢者の割合が

前期高齢者の割合

を上回ると予測さ

れています。 
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■40～64 歳人口（第２号被保険者数） 

〇40～64 歳人口の人口は令和５（2023）年は 38,747 人となり、令和７年（2025）年をピー

クに減少に転じ、令和 22（2040）年には 34,935 人になることが予想されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■将来人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

38,986 

39,065 

39,199 

①１区間18-19

38,633 

37,703 

36,913 

38,306 38,692 38,739 38,747 38,800 

②２区間17-19 38,031 

36,631 
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第８期計画

推計値実績値

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2030 2035 2040
令和元年
９⽉末

令和２
９⽉末 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和１２ 令和１７ 令和２２

114,963 115,420 115,747 116,104 116,462 116,803 117,125 118,610 119,617 119,845

38,520 38,636 38,692 38,738 38,747 38,769 38,800 38,031 36,631 34,934

22,296 22,998 23,483 24,014 24,551 25,099 25,598 27,947 30,224 32,830

11,625 12,234 12,803 12,874 12,746 12,732 12,617 12,584 13,585 15,091

10,671 10,764 10,680 11,140 11,805 12,367 12,981 15,363 16,639 17,739

19.4% 19.9% 20.3% 20.7% 21.1% 21.5% 21.9% 23.6% 25.3% 27.4%

0.62% 0.40% 0.33% 0.31% 0.31% 0.29% 0.27% 0.22% 0.11% -0.01%

3.58% 3.05% 2.28% 2.21% 2.18% 2.19% 1.96% 1.43% 1.50% 1.38%

52.1% 53.2% 54.5% 53.6% 51.9% 50.7% 49.3% 45.0% 44.9% 46.0%

47.9% 46.8% 45.5% 46.4% 48.1% 49.3% 50.7% 55.0% 55.1% 54.0%

推計値実績値

65歳以上に占める
後期⾼齢者の割合

総⼈⼝

40〜64歳

65歳以上
 65〜74歳（前期⾼齢者）

 75歳以上（後期⾼齢者）

⾼齢化率

総⼈⼝の伸び

65歳以上⼈⼝の伸び
65歳以上に占める
前期⾼齢者の割合
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（２）要支援・要介護認定者数の推計 

①認定者数の推計 

〇認定者数の推計については、前述の推計人口結果と認定者数の実績値をもとに、国の

地域包括見える化システムを活用し、推計作業を行いました。認定者数が緩やかな上

昇となる認定率の変化パターン（平成 30 年度→令和 2 年度の 2 分の 1）で算出しま

した。 

〇本市の第８期計画期間中における要支援・要介護認定者の総数は増加し、最終年度の

令和５（2023）年度には 3,844 人となり、令和２（2020）年度と比較すると 366 人増

加すると見込まれます。65 歳以上の第１号被保険者数でみると、令和５年には 3,733

人で令和２年度から 353 人の増加見込みとなっています。 

 

■要支援・要介護認定者数の推計 

 

 

 

  

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2025 2030 2035 2040
Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ7年度 Ｒ12年度 Ｒ17年度 Ｒ22年度

3,213 3,219 3,478 3,557 3,690 3,844 4,116 4,768 5,321 5,917
要⽀援1 178 146 200 214 221 227 243 278 304 333
要⽀援2 301 344 391 409 422 437 454 512 577 625
要介護1 576 577 601 589 615 647 693 813 907 1,010
要介護2 562 545 613 630 657 688 729 834 950 1,053
要介護3 515 529 579 606 639 667 721 838 934 1,036
要介護4 668 679 714 731 755 783 847 1,001 1,100 1,244
要介護5 413 399 380 378 381 395 429 492 549 616

3,109 3,115 3,380 3,445 3,579 3,733 4,005 4,661 5,221 5,820
要⽀援1 172 138 194 205 212 218 234 269 296 325
要⽀援2 272 313 361 374 388 403 420 480 545 595
要介護1 560 564 594 580 606 638 684 805 900 1,003
要介護2 550 530 597 613 640 671 712 817 935 1,038
要介護3 496 515 563 588 621 649 703 820 917 1,019
要介護4 658 670 698 715 739 767 831 985 1,086 1,230
要介護5 401 385 373 370 373 387 421 485 542 610

第８期以降の推計

うち第1号被保険者数

総数

実績値（第７期） 推計値（第８期）
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（３）将来人口のまとめ 

○将来人口等の推計結果は、現段階で以下の通りとなっています。 

 

■ 将来人口、高齢者、認定者のまとめ   

基準人口 
令和１(2019)年９月末現在  総人口：114,963 人  65 歳以上

人口：22,296 人  高齢化率：19.4％ 

将
来
人
口
の
推
計 

高
齢
者
人
口
の
推
計 

人口 

変化率 

ケース２（２区間変化率の平均） 

平成 29～令和１年変化率の平均値 

令和５年度 
総人口：116,462 人 
65 歳以上人口：24,550 人  高齢化率：21.1％ 

令和７年度 
総人口：117,125 人 
65 歳以上人口：25,600 人  高齢化率：21.9％ 

令和 12 年度 
総人口：118,610 人 
65 歳以上人口：27,946 人  高齢化率：23.6％ 

令和 17 年度 
総人口：119,617 人 
65 歳以上人口：30,225 人  高齢化率：25.3％ 

令和 22 年度 
総人口：119,845 人 
65 歳以上人口：32,831 人  高齢化率：27.4％ 

将
来
認
定
者
数
の
推
計
(
総
数
) 

認定率 
ケース② 

平成 30 年度→令和 2年度の 2 分の 1 

令和５年度 
第 1 号被保険者 3,733 人 15.2％（第１号認定率）    
第 2 号被保険者 111 人 
認定者数全体 3,844 人 

令和７年度 
第 1 号被保険者 4,005 人 15.6％（第１号認定率）    
第 2 号被保険者 111 人 
認定者数全体 4,116 人 

令和 12 年度 
第 1 号被保険者 4,661  16.7％（第１号認定率） 
第 2 号被保険者 107 人 
認定者数全体 4,768 人 

令和 17 年度 
第 1 号被保険者 5,221  17.3％（第１号認定率） 
第 2 号被保険者 100 人 
認定者数全体 5,321 人 

令和 22 年度 
第 1 号被保険者 5,820 人  17.7％（第１号認定率）  
第 2 号被保険者 97 人 
認定者数全体 5,917 人 
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３ 介護給付等対象サービスの利用者数の検討（ステップ２～４） 

 

介護給付および予防給付の対象サービスの利用者は、概ね以下の通りとなり、「施設・

居住系サービス利用者」、「居宅サービス・地域密着型サービス利用者」、「介護予防サービ

ス・地域密着型介護予防サービス利用者」に分けられます。 

 

■ 介護給付等対象サービス利用者のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

介
護
保
険
施
設
サ
ー
ビ
ス
利
用
者 

 

地
域
密
着
型
介
護
老
人
福
祉
施
設 

 
 

 
 
 

 

入
所
者
生
活
介
護
利
用
者 

 

認
知
症
対
応
型
共
同
生
活
介
護
利
用
者 

 

介
護
専
用
型
特
定
施
設
利
用
者 

  

居宅サービス・地域密着型サービスの 

利用者 

要介護認定を受けたが、サービスを 

利用しない人 

介護予防サービス・地域密着型介護予防

サービスの利用者 

要支援認定を受けたが、サービスを 

利用しない人 

要支援・要介護認定

者

 施設・居住系サービス利用者  居宅サービス、介護予防サービス利用者 
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（１）施設等利用者数の検討（ステップ２） 

 

■ 施設・居住系サービス利用者数推計の手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現施設サービス利用者数 

④第８期事業計画における介護保険施設および地域密着型介護

老人福祉施設の要介護４･５の利用者の推計（④の目標値の達

成に向けて） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市の政策的判断（施設サービスの利用実態

(現在整備中の施設等を含む)や市民ニーズ

等）より、施設サービス等利用者数を設定 

利用者全体に対する要介護４ ５の割

合を 70％以上とする目標値の設定

②令和５年度における施設サービス及び居住系サービスの施設

別利用者数の設定（①の設定の範囲内）

①令和５年度における施設サービス・居住系サービス利用者数

の設定 

ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ 

介護療養型医療施設の転換

分を想定 

③令和５年度における介護保険施設および地域密着型介護老人

福祉施設の要介護４･５の利用者数の設定 
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①前提条件の整理 

施設等利用者数の推計を行う上で、本市の施設サービス利用実態や国の考え方等を踏

まえ、前提条件の整理を行います。 

 

a.本市の施設サービス・居住系サービスの利用実態 

令和元年現在、本市の第１号被保険者に占める利用率（受給率）は 2.1％となっており、

県や全国平均に比べ施設利用率が低くなっています。居住系施設サービスは 0.6％と施設

サービスの利用と同様に県や全国よりも低い状況にあります。施設・居住系サービスの利

用率（受給率）の合計をみると 2.7％となっており、県や全国平均に比べ低い状況にあり

ます。 

 

■施設サービス、居住系サービスの受給率 介護保険事業報告より 

 

 

 

 

 

将来に向けて認定者数が増え、かつ介護度の高い（重い）高齢者が多くなる（施設ニー

ズも高くなる）後期高齢者に着目すると、本市の総人口に占める後期高齢者割合は今後も

増加傾向で推移することが予測されています。 

 

■総人口に占める後期高齢者の割合 （実績・推計値） 

 

 

 

 

 

 
施設サービスについては、前期計画に引き続き大幅な施設増を展望すること（保険料増

にも結び付く）は難しい状況ですが、後期高齢者の増加が見込まれる推計結果を踏まえ、

市民の施設・居住系サービスのニーズに対応していく必要があります。 

 

ｂ.第７期（Ｈ30～Ｒ２）計画期間中の施設・居住系サービスの整備、転換の状況 

〇介護老人保健施設から介護医療院の居室へ転換が行われました。（平成 30 年度） 

〇介護老人保健施設の 30床が整備されました（令和２年５月、計画では令和元年の予定）。 

〇特定施設入居者生活介護については令和２年度に 30床の増加を予定していましたが未

実施となっています。 

〇平成 30 年度から令和２年に有料老人ホームが定員 50 人分の整備が行われています。 

  

H29 H30 R1 H29 H30 R1 H29 H30 R1

受給率
（施設サービス）

2.9 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 2.3 2.2 2.1

受給率
（居住系サービス）

0.8 0.8 0.8 1.2 1.3 1.3 0.6 0.6 0.6

計 3.7 3.6 3.6 4.0 4.1 4.1 2.9 2.8 2.7

浦　添　市全国平均
単位：％

沖縄県平均

2015年
平成27年(実態)

2020年
令和２年(推計)

2025年
令和７年(推計)

2030年
令和12年(推計)

2035年
令和17年(推計)

2040年
令和22年(推計)

全国 12.8 14.9 17.8 19.2 19.6 20.2
沖縄県 10.1 10.9 12.5 14.7 16.1 17.0
浦添市 8.4 9.5 11.3 13.4 14.6 15.8

資料：⽇本の将来推計⼈⼝（平成29年推計）報告書
表1-2 総数，年齢４区分（0〜19歳，20〜64歳，65〜74歳，75歳以上）別総⼈⼝及び年齢構造係数：出⽣中位（死亡中位）推計
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参考.市内の介護保険施設・居住系サービス等の整備の状況（令和 2 年 7 月末日現在） 

〇介護保険施設・居住系サービス 

区分 事業所数 入所定員 

施設サービス 介護老人福祉施設 事業所数２ 220 人 

介護老人保健施設 事業所数２ 160 人 

介護医療院 事業所数１ 100 人 

介護療養型医療施設 事業所数１ 13 人 

地域密着型 

サービス 

認知症対応型共同生活介護 事業所数５ 45 人 

地域密着型特定施設入居者生活介護 事業所数１ 27 人 

特定施設入居者生活介護 事業所数 2 230 人 

〇サービス付き高齢者向け住宅及び有料老人ホームの登録等状況（令和２年９月現在） 

区分 事業所数 入所定員 

サービス付き高齢者向け住宅 事業所数２ 123 人 

有料老人ホーム（介護付） 事業所数２ 207 人 

有料老人ホーム（住宅型） 事業所数 37 698 人 

 

ｃ.施設確保等に関する国の考え方 

〇介護療養型医療施設（介護療養病床）については、2023 年度末での廃止が決定してお

り、現在の利用者数及び事業者の介護医療院等への転換予定等を勘案した上で、利用

者数が段階的に減少するように見込む。 

○入院医療から地域移行を進める流れの中で、医療療養病床の介護での対応をめざす部

分について、在宅医療、介護保険施設・居住系サービス等での受け皿を確保していく

ものとする。 

○介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）は、原則要介護３以上の高齢者への対応と

していく。 

○一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対策において、2020 年代初頭まで

に、介護サービスが利用できずやむを得ず離職する者をなくすとともに、特別養護老

人ホームに入所が必要であるにもかかわらず自宅で待機している高齢者を解消する

ことを目指し、介護サービスの基盤整備を推進することとしている。 

 

ｄ.国の確保の考えを考慮した浦添市の状況 

〇市内にある介護療養型医療施設（介護療養病床）については、現在６人の利用実績が

あり、令和４年度、認知症高齢者グループホームへの転換意向が示されており、計画

期間内に市内の介護療養病床はすべて転換される予定です。 

※その際介護療養病床から－６人して、認知症高齢者グループホームに＋６人とし

ます。加えて、同施設では＋7 人（上記転換分の６人とあわせて計 13 人となる）の

認知症高齢者グループホームの整備が予定されており認知症の方の利用先として計

画することとします。 
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〇このほか、那覇市の介護療養型医療施設（介護療養病床）利用の２人分が令和６年度

に介護医院へ転換予定となっており、それまで＋２人を計上しておくこととします。

（要介護４が１人、要介護５が１人の計２人） 

〇医療療養病床から介護施設・在宅医療等で受け止める部分については、県の資料による

と 47 人分の確保が必要となっています。医療療養病床から退院する患者の退院先につ

いて、患者調査の結果によると自宅で在宅医療を受ける患者と、介護施設を利用する患

者との比率は約１：３となっています。このことから、在宅医療で 12 人、介護施設で

は 35 人を受け止めることと想定します。35 人については、介護医療院定員まで８名受

け入れが可能なことから、残り 27 人を施設サービスで受け止めることと想定します。 

〇介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）は、原則要介護３以上の高齢者への対応とし

ています。介護施設全体では令和２年度、要介護４と５の割合が 81.7％となっており、

第７期計画期間中にも徐々に高くなっています。 

〇介護離職者ゼロに向けた基盤整備分 

ア．介護・介護を理由とする離転職者数：63.8 人（H29 年就業構造基本調査結果や認定

者の割合をもとに算出） 

イ．介護を機に仕事をやめた理由として「介護サービスの利用ができなかったこと」を

あげた方が 15.0％で特養の平均的な在所期間は約４年間。 

⇒63.8 人×15.0％×４年間＝38.3 人（A） 

ウ．特養への入所を自宅等で待機されている要介護３以上の高齢者：52 人（B） 

（平成元年 10 月現在） 

エ．介護離職の理由として「介護サービスの利用ができなかったこと」をあげた方の約

７割が「施設へ入所できなかった」と回答していることから、 

（A）の 38.3 人×７割＝26.8 人（C）は、上記ウの 52 人（B）に重複していると想定

します。 

 したがって、38.3 人（A）＋52 人（B）－26.8 人（C）＝＋63.5 人分、約 64 人分の確

保が必要となっています。 

 

令和５年度に向けて 27 人＋64 人＝91 人分の施設ニーズに対応していく必要があ

る。 

 

  



暫定値  

69 
 

②施設・居住系サービスの推計 

ａ.本市の施設・居住系サービス確保の考え方 

  ＜令和２（2020）年＞    ＜令和５年（2023）年＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

〇本市の施設・居住系サービスの利用率（平成 29（2017）年～令和元（2019）年）は、やや減

少傾向にありますが、2040 年までの推計では後期高齢者人口が増加していくことから、

将来、一定程度の施設ニーズが想定されます。そこで、現状の利用率 2.7％を維持してい

くこととし、令和５（2023）年における施設・居住系サービス利用者数を算出します。 

〇算出した令和５年の 65 歳以上（第 1 号被保険者）の人口に、利用率 2.7％をかけ合わせ

ると、下記の通り利用者数は 663 人となります。 

令和５年 第 1 号被保険者数 24,550 ⼈（推計値）×2.7％＝663 ⼈ 

○令和２（2020）年度の利用実績見込み 633 人より＋22 人（自然増）となります。 

■令和５年度の施設・居住系サービス利用者数は 663 人＋91 人（追加施設ニーズ分）＝754

人の確保が求められています。 

 

ｂ.本市の施設サービスの整備、転換等の見込み 

〇介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）については、自宅等で待機されている「要介護

３」以上の方の状況を踏まえ、令和５（2023）年度の開設に向けて新たな施設整備を計画

することとします。（１か所：50 人） 

〇介護療養型医療施設については、令和５（2023）年度末に廃止されることが決まっており、

介護医療院等へ転換することとされています。市内にある介護療養型医療施設について

は、令和４(2021）年度に認知症対応型共同生活介護への転換を計画することとします。

（-６人分）また、市外の介護療養型医療施設を利用している２人分については令和６年

度に介護医療院への転換予定となっています。 

〇認知症対応型共同生活介護（認知症グループホーム）については、先の介護療養型医療施

設からの転換分（６人）と、同施設については＋７人を加えた整備を計画していることか

ら、令和４年に＋13 人の確保を計画します。 

 さらに、認知症グループホームの日常生活圏域の整備状況を踏まえ、港川中学校区圏域に

１か所 18 人分（９人×２ユニット）整備することとします。  

実績 

2.7％ 

第 1 号被保険者数 

22,828 人 

第 1 号被保険者数 

24,550 人 

居住系サービス 0.6％ 

施設サービス 2.1% 
（介護保険施設） 

医療療養病床分 27 床

居住系サービス 

介護離職者ゼロ 64 床

施設サービス 
（介護保険施設） 
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■市内の整備動向等を踏まえると、現時点で目標年度である令和５（2023）年度の施設・居

住系サービスの確保は 722 人分となり、利用率は 2.9％となります。当初想定していた

754 人分に対しさらに 32 人分の確保が必要となります。介護施設サービスの整備につい

て、地域特性や高齢者向け住まい（有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅）の整

備状況等も踏まえながら適切に整備します。 

 

計画中の新規開始予定分    

  
第８期期間中の新設（サービス開始年度） 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 
施設サービス 

介護⽼⼈福祉施設 − − １か所 50 ⼈ 

介護⽼⼈保健施設 − − − 

介護療養型医療施設 − （６⼈認知症 GH へ転
換） 

（R６年２⼈介護医療院
へ転換） 

介護医療院 − − − 

地域密着型介護⽼⼈福祉施
設⼊所者⽣活介護 − − − 

居住系サービス 

認知症対応型共同⽣活介護  １か所 13 ⼈(７⼈新規、
6 ⼈は上記転換分） 

１か所 18 ⼈ 
（９⼈×２ユニット） 

地域密着型特定施設⼊居者
⽣活介護 − − − 

特定施設⼊居者⽣活介護 ２⼈ ２⼈ ２⼈ 

 
＜施設・居住系サービス 見込量総括＞   

  
第７期 実績  

R２年度は利⽤実績⾒込み 第８期 計画値 令和７年度以降の 
計画値 

Ｈ30 
年度 

Ｒ元 
年度 

Ｒ２ 
年度 

Ｒ３ 
年度 

Ｒ４ 
年度 

Ｒ５ 
年度 

Ｒ７ 
年度 

Ｒ22 
年度 

施設サービス 485 474 499 507 501 551 608 858 
介護⽼⼈福祉施設 261 255 263 263 263 313 349 486 

介護⽼⼈保健施設 194 176 200 200 200 200 216 310 

介護療養型医療施設 16 13 8 8 2 2 0 0 

介護医療院 13 29 27 35 35 35 42 60 
地域密着型介護⽼⼈
福祉施設⼊所者⽣活
介護 

1 1 1 1 1 1 1 2 

居住系サービス 140 134 134 136 151 171 190 249 
認知症対応型共同⽣
活介護 61 53 45 45 58 76 85 100 

地域密着型特定施設
⼊居者⽣活介護 27 26 27 27 27 27 32 47 

特定施設⼊居者⽣活
介護 52 55 62 64 66 68 73 105 

合計 625 608 633 643 652 722 798 1,107 
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（２）居宅サービス利用者数等の検討 

①介護給付等サービス利用者数推計の手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②居宅サービス対象者数の推計 

・居宅サービスの利用対象者数は、認定者から施設サービス利用者を差し引いたものです。 

・サービスについて、平成 30（2018）年度から令和２（2020）年度の利用率、対象者数等

を踏まえ、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度及び令和７年度（2025 年度）、令

和 22 年度（2040 年度）におけるサービス量を見込みます。 

・令和２年のサービス利用は新型コロナウイルス感染症の影響により利用を控えるサービ

スもみられました。このことから、令和３年度もその影響が残ると想定し令和２年の利

用率を踏襲しました。令和４、５年度についてはコロナ発生以前の利用に戻ると見込み、

平成 30 年と令和元年の利用率、利用回数の平均を求め、サービス量を推計しました。 

 

例 

  

居宅サービス等対象者数の推計 
（令和３～５年（～令和 22 年）） 

過去の居宅サービス（地域密着型サービス）を参

考にしながら、サービス利用の考え方を検討し、

サービス利用率等を想定 

居宅サービス必要量の算出 
地域密着型サービス必要量の算出 

平均値を 

採用 
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③地域密着型サービスの利用等の設定 

○下記のサービスの利用者については、引き続きニーズを踏まえ、実施の検討を行うことと

します。 

◆定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

・本サービスは、日中・夜間を通じて、訪問介護と訪問看護を一体的に、又はそれぞれが

密接に連携しながら、定期巡回訪問と随時の対応を行うサービスとなっています。 

・本市においては未実施となっており、市民ニーズの動向を見ながら、引き続き検討して

いきます。 

 

◆看護小規模多機能型居宅介護（当初の名称「複合型サービス」） 

・本サービスは「小規模多機能型居宅介護」と「訪問看護」のサービス内容を合わせたも

のであり、医療ニーズ対応した小規模多機能型サービスを受けることが可能になります。 

・本市においては未実施となっており、市民ニーズの動向を見ながら、引き続き検討して

いきます。 
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４ 介護保険サービス量・給付等の見込み 

（１）介護予防サービスの見込み   令和３年１⽉ 27 ⽇ 現在 
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（２）介護サービスの見込み   令和３年１⽉ 27 ⽇ 現在 
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（３）地域支援事業費の見込み  令和３年１⽉ 27 ⽇ 現在 
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